
第３５号議案 

和解することについて 

市が当事者となる損害に係る賠償に関し別紙のとおり和解することについて、地方自治法

第９６条第１項第１２号の規定により、議会の議決を求める。 

  令和元年６月１８日提出 

中間市長  福田 浩   



【 別 紙 】 

１ 和解の相手方 

株式会社 忠助 

代表取締役  力武 浩一 

福岡県北九州市八幡西区本城学研台三丁目２－８－１０２号 

２ 損害に係る経過の概要 

平成３０年１０月１７日付けで損害賠償の額を定め、和解をすることについて専決処分

を行い、平成３０年１２月市議会定例会において議会報告を行った、市立さくら保育園園

児バス（以下「本件車両」という。）と第三当事者車両との間で生じた交通事故について、

当該公用車の運転を受託していた相手方の責めに帰すべき理由により市に損害が生じたも

の。 

３ 和解の趣旨 

(１) 市及び相手方は、次のアからエまでの事項について確認する。 

ア 市は、マイクロバス運転委託（園児送迎）の委託者として、本件事故の第三当事者

に対し、本件事故の損害賠償金として、平成３０年１０月１７日付け専決処分のとお

り西日本自動車共済協同組合から１３３，０３１円を支払ったこと。 

イ 市は、本件事故によって、本件車両について１６０，０００円の損害を受け、第三

当事者から損害賠償金として１１２，０００円、全国市有物件共済会から４８，００

０円の支払を受けたこと。 

ウ 本件事故により、市が西日本自動車共済協同組合に支払うべき保険料の差額が、１

４，４４０円発生し、少なくともこれが３年間継続すること。 

エ アからウまでにより、市の本件事故による損害は４３，３２０円であること。 

(２) 相手方は、市に対し、(１)エで確認したとおり４３，３２０円の支払義務のあるこ

とを認め、議決の日の翌日から起算して３０日以内に市が指定する支払先に示談金を振

り込む方法により支払う。この場合において、振込手数料は、相手方の負担とする。 

(３) 相手方が(２)の支払を遅滞したときは、遅滞に陥った日から支払済みに至るまで年

２分７厘による遅延損害金を付加して支払う。 

(４) 市と相手方は、本件事故については、以上で全て解決し、今後、裁判上、裁判外を

問わず、何ら異議の申立て及び請求を行わない。 




